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１．はじめに
　最近４次産業革命が話題だ。４次産業革命とは、
人工知能、ビッグデータ、IoT（Internet of Things）、
モバイルなどの先端情報通信技術（Information and 
Communication Technology; ICT）が経済や社会全
般に溶け込み革新的な変化が現れる次世代産業革命
である。これはハイパーコネクティビティ（hyper-
connectivity）と超知能（superintelligence）を特徴と

するので従来の産業革命に比べてより広い範囲にお
いてより速い速度で影響を及ぼす（Klaus、2016）。
　これにより技術間の融合がさらに加速され、企業
の事業領域はもちろん産業間の境界が崩れてビジネ
ス環境に大きな変化が起こると予想される。
　このような変化は個 の々技術、デバイス、産業などが混
ざり合い、全体的に統合していく「融合（convergence）」
の概念で説明することができる（Curran＆Lecker、
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2011）。融合に関連する研究を探って見ると、特許
データは技術融合を測定する指標として最も広く使
われている（Hackin、2008）。特許データを活用し
た融合研究は主に標準産業分類（standard Industrial  
Classification, SIC）と国際特許分類（IPC）コードに
おいて同時分類（co-classification）コードの増加か
ら技術融合の兆候をモニターリングしたり、特許引
用（citation）から発見された技術的な知識の流れを
分析したりすることで技術間の関係を説明すること
ができる。また、特許文書の非特許文献（NPL; Non- 
Patent Literature）の引用情報を活用すると科学融
合から技術融合への進化過程を説明することができ
る（Karvonen＆Kassi、2013）。
　本稿では、代表的なハイテク産業でありながら、
エコカー、自律走行車などにおいて技術開発の競争
が激しく展開されている自動車分野のグローバル
トップ10企業を対象に特許の取り引き現状とそれら
のネットワーク分析を実施した。
　特許の取り引きネットワークを分析するためにグ
ローバルトップ10自動車企業が2011年から2016年ま
での６年間において１回以上、買収したり、売却し
たりした1,772件の米国登録特許について取り引き記
録（USPTOのPatent Assignment Dataset）を収集・
整理し、取り引き関係にある計451社の企業を抽出
した。そして、これらの企業を27つの産業に分類し、
産業間のSNA（Social Network Analysis; SNA）１分
析を実施した。それによって自動車産業ともっとも
関連のある産業を探り、そのなかで最も重要な役割

をしている産業について分析を行った。
　産業間関係を分析するために＜表２＞のように
予め抽出した451社を米国のメディアグループであ
るBloombergが提示している27つの産業に分類した。
451社の企業の中には、Bloombergを含めGoogle検索
サイトからも情報が得られない企業もあったが、こ
れらの企業については<表２>のようにN/Aとして
分類した。

２．自動車分野における特許の取り引き現状
　グローバルトップ10自動車企業が、2011年から
2016年までの６年間において１回以上買収した特許
は1,267件であり、売却した特許は1,045件である。こ
の中で540件は取り引きにおいて重複しているもの
であり、これを除くと合計1,772件の特許が取り引き
された対象である。つまり、全体特許の約30％は約
６年間において売却と買収の両方の行為が行われて
いる。
　これらの1,772件の特許をIPC分類のサブクラス（subclass）
レベルで見ると、燃料電池関連技術（H01M）が買収
や売却の両方においてもっとも多いことが分かった。 
デジタルデータ処理技術（G06F）、車両の部品に関
連する技術（B60R）、トレーラー関連技術（B62D）、
車両の変速機に関する技術（B60K）、化学的・物理
的処理技術（B01J）も買収と売却両方において多く
見られた。このほか、電動装置（gearing）関連技術 

（F16H）、車両部品の制御技術（B60W）、積層体関
連技術（B32B）は買収の対象として多く見られた

<表１>　グローバルトップ10自動車企業

資料：Forbes, Global 2000, 基準2017.8.14

企業名 国籍 売上げ額 利益 資産 市場価値
Toyota Japan $249.9B $17.1B $412.5B $171.9B

Volkswagen Germany $240.3B $5.7B $458.7B $72.9B
Daimler Germany $169.5B $9.4B $256.3B $76.1B

General Motors United States $166.4B $9.4B $221.7B $50.8B
Ford United States $151.8B $4.6B $238.0B $44.7B

Honda Japan $127.9B $3.9B $161.8B $51.4B
Nissan Japan $105.9B $4.5B $157.3B $38.4B
BMW Germany $104.2B $7.6B $210.3B $57.7B

Hyundai South Korea $80.7B $4.7B $148.1B $34.2B
Renault France $56.7B $3.8B $107.7B $24.6B


